公務労協が国の出先機関改革で地域主権戦略室と協議-5/21

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。 

　公務労協は5月21日、地域主権改革・国の出先機関改革に関わって地域主権戦略室と協議を行った。

これは、地域主権戦略会議として、５月16日に第８回アクションプラン推進委員会を開催し、国の特定行政機関の事務等の移譲に関する法律案（仮称）（骨子）にかかる議論を行ったことを踏まえ協議を行ったもの。協議には、花村・大塚公務労協副事務局長をはじめ、該当構成組織である自治労、国公連合、全農林、全開発、国交職組、林野労組の書記長・担当役員が出席、地域主権戦略室からは佐伯・吉川・小八木参事官が対応した。

　まず、公務労協・構成組織は以下の点について質した。

(1) 目的

国及び地方公共団体を通じた行政の効率化を図る、および、住民の福祉の向上に寄与することに加えて、「活力ある地域をつくる」などを加える必要があるのではないか。

(2）対象

①　当該管轄区域に含まれないこととすることについて相当の合理性が認められるものとして政令で定める区域を除くとされているが、この「相当の合理性」の考え方はどのようなものか。

②　当該管轄区域に含まれない区域にかかる特定地方行政機関の事務等を、その特定広域連合が引き受けることは可能か。

③　出先機関の管轄区域は府省毎に様々な状況であり、自治体側として複数の特定広域連合への参画が必要となる場合が確実に想定され、現実的ではない。

④　移譲対象となる事務等について、この間、移譲対象出先機関単位で全ての事務等を移譲することが基本とされてきた（８府省１３機関を対象）が、法律案（骨子）では、経済産業局、地方整備局及び地方環境事務所に限定している。

これを踏まえた将来の移譲の「進め方」について、３出先機関の移譲が終了した後に、その他機関の移譲について検討を行い、法案策定を行うこととするのか。

なお、北海道開発局は、国土交通省の出先機関で地方整備局と同様の組織だが、農林水産省の事務も所掌している。仮に北海道が地方整備局にかかる事務等の移譲を希望した場合、農水関係の取扱いはどうなるか。

(3) 事務等の移譲措置

　　特定広域連合に直接事務等を移譲するのではなく、都道府県へ財源も含めた移譲を行った後、広域連合等に事務等を持ち寄ることが、現行制度のもとでは合理的な選択であると考える。

(4) 認定を受けた特定広域連合に関する特例等

① 「特定広域連合等に、事務等移譲計画毎に移譲事務等補佐役を置くものとする」とされている。それまでの国の機関が自治体の機関となるものの、これまで指摘されきた「二重行政」の解消につながるかは疑問であり、引き続き批判の的になるのではないかと懸念する。

② 非常事態の場合には、国と特定広域連合等が協力して対応することとされている。こうした場合に迅速・的確な対応を行うためには、常日頃から所管府省と特定広域連合等との間で緊密な連携がはかられていることが不可欠であると考えるが、そのためには、双方の組織・職員が常日頃から連携して業務を遂行する体制確立が必要である。

(5) 事務等の移譲措置の適用に伴う措置

① 職員の引継ぎに関し、「移譲対象特定地方行政機関の職員は、別に辞令を発せられない限り、事務等が移譲された日において、当該特定広域連合等の相当の職員となる。」とされている。この考え方を堅持して法案を策定すべきと考える。

また、アクションプランに記載されている「人材の地方自治体への移管等について総合的な調整を行うため、国と地方の双方の関係者により構成される横断的な体制」の検討・構築に当たっては、政府として雇用・労働条件確保に責任を持つ体制を確立することを前提に検討すべき。

② 地域主権改革を進めるためには、「事務等」の移譲だけでは不十分で、「権限」並びに「財源」の移譲が絶対条件であると考える。しかし、法律案（骨子）では、基本構成案の「事務・権限」が「事務及び事業」に変わるとともに、財政上の措置についても具体的に記されていない。

なお、今回移譲対象となっている地方整備局の執行事務の財源の多くは、建設国債を発行して賄われているものと考えられるが、広域連合に当該事務を移管しそのイニシアティブで事業を進めたとしても、その財源を国が借金で措置することでは、地方の側にモラルハザードを起こしかねない。

(6) 事務等移譲推進本部

事務等移譲推進本部は、雇用・労働条件に関し労働組合に対応する部署となるのか。

(7) その他

　　地域主権改革は、地方分権改革推進委員会第２次勧告において、「住民に身近な行政に関する企画・決定・実施を一貫してできる限り地方自治体にゆだねることを基本として、「地方政府」の確立を目指しつつ、国と地方の役割分担を徹底して見直す取組み」とされている。

この点に関し、法律案（骨子）では、「特定広域連合等の長が行うこととされている事務（政令で定めるものを除く。）は、当分の間、地方自治法その他の法令の規定の適用については、同法第２条第９項第１号に規定する第一号法定受託事務とみなす。」とし、また、「７　事務等の移譲措置」の②において、所管の大臣が、特定広域連合等の長に対し、必要な関与をすることができる、とされている。このことについて、第２次勧告にある「できる限り地方自治体にゆだねることを基本」などとの関わり、さらには、国と地方の役割分担の考え方について示していただきたい。

これを受けて、戦略室側から次の通り回答があった。

(1) 地方自治法の「住民の福祉の増進」を踏まえたもので、目的文中の「住民の福祉の向上」の文言から、「活力ある地域をつくる」ことが読み込めるのではないかと考えている。

(2) ① 移譲対象特定地方行政機関の管轄区域を包括するのが基本であるが、「相当の合理性」が認められる区域は外れていてもよい、ということ。この「相当の合理性」については、自然・経済・社会・文化において密接なつながりがあることが相当程度認められるところを基礎とし、加えて、出先機関の業務の特性、歴史的経緯を踏まえ検討していくもの。密接なつながりが相当程度あるところは一体として形成してもらい、そうでない区域は外れてもよいということだ。

② 広域連合も特別地方公共団体であり、当該区域の中で権能が発揮されるもの。しかし、特例法の中で規定する部分や個別法の中で手当する分野もあり、必要に応じて権能が及ぶものと考えている。

③ 今回は、「国の出先機関の移譲」なので、国の出先機関のエリアにある程度合わせることが必要である。後は、県の判断である。まずは手が挙がっているところから進めていく。

④ 今回は３つの出先機関を限定とすることが固まっている。今後、地方の発意で、他の機関についても移譲を求めるということになれば、それに応じて法律を改正していくこととなる。なお、今回の３機関だけでも、3000条項もの法律を整理しなければならない。８府省１３機関を一度にやるとなると大変なことになる。四国が第二弾として中国四国農政局と環境事務所を希望しているが、具体的な提案があれば検討していくことになる。北海道開発局は、まず北海道が手を挙げるかの問題、その上で、開発局は農水の事務等も分掌しているので、その部分を法律に盛り込む必要がある。そうしないと「開発局の丸ごと移譲」とはならない。沖縄総合事務所も同様だ。

(3) ご指摘の考え方も「ひとつの考え方」としてはある。しかし、そもそもブロック機関の移譲においては、個別の都道府県にはなかなか移譲できないとの各府省の判断。各府省の自己仕分けでも、都道府県に移譲できる事務等は１～２割との回答。これを踏まえ、広域の受け皿をつくれば、広域性と「丸ごと」移譲として職員の専門性が引き継げるため、一旦都道府県に移譲するよりも、一度に特定広域連合に移譲した方が現実的と考えている。

(4) ① 移譲事務等補佐役について、出先機関の事務権限をまるごと移譲することを考えたときに、仕事に精通した役職が必要ではないかということで法案に盛り込もうとしているもの。二重行政との批判や国の関与、しばりがきつくなるのではとの指摘を受ける可能性もあるかもしれないが、少なくとも当分の間はこうした役職が必要と考えている。

② 常日頃から、国と特定広域連合等双方の職員が連携して協力することが必要である。仕組みとして人事交流なども含めた研修なども考慮しないといけないし、みなさんの問題意識に応えられるような形できちんと引き継ぎがなされるような体制を考えていかなければならないと考えている。

(5) ① 職員の引き継ぎに関しては、「法定承継」を予定している。雇用の確保は当然である。なお、職員の雇用・勤務条件に関しては、政務からも「職員団体に丁寧に対応すること」と指示されている。

② 財政上の措置については、現在検討中である。なお、「特定広域連合等が移譲事務等を実施するために必要な財政上の措置を講ずるものとする」としている。

(6) 事務等移譲推進本部は関係閣僚で構成することを予定しているのでそうした対応はしない。なお、本部の下に置く事務局が、職員団体との間で勤務条件に関する窓口になる予定。

(7) 「基礎自治体優先」の考え方はそのとおりだが、今回の法案策定にあたり、まず第一歩として「国から地方への事務等の移譲」の実現をめざしているところ。

また、「国の関与が強い」のではとの指摘について、今回は「手挙げ方式」のため、全国的にみて、特定広域連合が事務等を行う地域、引き続き国が行う地域が併存する。このため、当面の間、法定受託事務としたものだ。なお、地方からは「機関委任事務の復活はしないように」との声が出ているが、内閣府も同じ認識である。

ただ、これまで全くやっていなかった事務等を特定広域連合がやることになるので、国の関与が必要と考えている。但し、国と地方は対等であり、国からの指揮監督は考えていない。

　最後に、引き続き、節目毎の公務労協と交渉・協議を行うよう要請し協議を終えた。

以上

